
                                                                                                                             

「楽しまんと！はた旅」ガイドブック新刊 

印刷発送業務委託 

 

 

 

入札説明書 

 

 

 

 

 

 

平成28年度 

一般社団法人幡多広域観光協議会 

 



「楽しまんと！はた旅」ガイドブック新刊の印刷および発送業務に係る入札公告に基づく

入札等については、関係法令に定めるもののほか、この入札説明書によるものとする。 

１１１１    調達に付する印刷物調達に付する印刷物調達に付する印刷物調達に付する印刷物    

(１) 印刷物名及び数量       「楽しまんと！はた旅」ガイドブック新刊 

130,000部 

(２) 調達物品に求められる仕様   別紙1要求仕様書のとおり。 

(３) 納入期限           別紙1要求仕様書のとおり。 

(４) 納入場所           別紙1要求仕様書のとおり。 

 

２２２２    担当部署担当部署担当部署担当部署    

〒787-0015 高知県四万十市右山383-15 

一般社団法人幡多広域観光協議会（担当：東） 

電話番号 0880-31-0233  FAX番号 0880-31-0660 

 

３３３３    入札に参加する者に必要な資格入札に参加する者に必要な資格入札に参加する者に必要な資格入札に参加する者に必要な資格    

(１) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当しない者である

こと。 

(２) 過去3年間に幡多地域の6市町村又は高知県若しくは国の機関から本委託業務に類

似する業務の委託を受け実施したことがある事業者であって、幡多地域の6市町村に本

店が所在する者。 

(３) 調達物品の入札公告の日から入札の日までの間に、本県から高知県物品購入等関係

指名停止要領（平成7年12月高知県告示第638号）等に基づき指名停止等の措置を受け

ていない者であること。 

(４) 高知県から、「高知県の事務及び事業における暴力団の排除に関する規程」に基づ

く入札参加資格停止措置を、競争入札参加資格確認申請期限日から入札の日までの期

間内に受けていないこと、又は同規程第2条第2項第5号に規定する排除措置対象者に該

当しないこと。 

 

４４４４    入札者に求められる義務入札者に求められる義務入札者に求められる義務入札者に求められる義務    

この一般競争入札に参加を希望する者は、次に掲げる書類を、平成29年3月7日（火）

午後5時までに、一般社団法人幡多広域観光協議会まで提出し、この入札に参加する資格

があることの確認を受けなければならない。また、入札者は一般社団法人幡多広域観光

協議会から当該書類に関し説明を求められた場合は、それに応じなければならない。 

なお、提出された書類について確認を行い、不備が認められたときは受け付けをしな

い（郵送による提出の場合は返送する。）場合があるので、余裕をもって提出すること。 

また、内容に不備な点や不明な個所があって、協議会から補正又は説明を求められた

場合、平成29年3月8日（水）午後5時までにその補正又は説明ができなかったときは、入

札に参加できないものとする。 



(１) ｢一般競争入札参加資格確認申請書｣ 

4頁に掲載したものに必要事項を記入のうえ押印すること。 

(２) 「納入実績表」 

平成26年2月から平成29年1月までの間の同程度の物品の納入実績について、契約件

名、契約の相手方、契約金額及び、契約日を記した一覧表。 

(３) 「補足資料」 

上記提出資料のほか、一般社団法人幡多広域観光協議会が必要と判断して補足資料

の提出を求めた場合に提出すること。 

 

５５５５    別紙１要求仕様書に対する質問別紙１要求仕様書に対する質問別紙１要求仕様書に対する質問別紙１要求仕様書に対する質問    

別紙1要求仕様書の内容に質問がある場合は、別紙2質問書を2の場所に提出すること。 

質問に対する回答は、平成29年3月8日（水）までに、一般社団法人幡多広域観光協議

会のホームページ（http://hata-kochi.jp/）内に掲示する。 

なお、質問書の提出方法は、持参、郵送（書留又は簡易書留郵便に限る。）又はFAX（電

話にて着信を確認すること。）に限ることとし、提出期限は、平成29年3月7日（火）（郵

送の場合は必着とする。）とする。 

 

６６６６    入札及び開札等入札及び開札等入札及び開札等入札及び開札等    

(１) 入札、開札の日時 

平成29年3月9日（木）14：00 

(２) 入札場所及び開札の場所 

〒787-0015 高知県四万十市右山383-15 

一般社団法人幡多広域観光協議会 

(３) 入札書の記載内容等（別紙3入札書・委任状様式参照） 

ア 入札書には次に掲げる事項を記載すること。 

(ア) 入札書提出年月日 

(イ) 入札参加者本人の住所、氏名（法人の場合は、その所在地、名称又は商号及び 

代表者の氏名）及び押印（外国人の署名含む。以下同じ。） 

(ウ) 代理人が入札する場合は、入札参加者本人の住所及び氏名（法人の場合は、そ 

の所在地、名称又は商号及び代表者の氏名）、代理人であることの表示、並びに 

当該代理人の住所、氏名及び押印 

なお、代理人が入札する場合は、入札書を投かんする際にあらかじめ委任状を 

提出しなければならない。 

(エ) 入札金額 

入札金額は、納入に係る全ての費用を含んだ金額とすること。 

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の8パーセントに

相当する額を加算した金額（当該金額に1円未満の端数があるときは、その端数

を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税に



係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の

108 分の100 に相当する金額を記載すること。 

(オ) 入札件名 

 

(４) 入札書の提出方法 

持参により提出することとし、上記(１)及び(２)の日時・場所において、投かんし

なければならない。 

郵送等による入札は認めない。 

 

７７７７    契約書の作成契約書の作成契約書の作成契約書の作成    

要。 

 

８８８８    契約条項契約条項契約条項契約条項    

（１）別紙4 契約書（案）のとおり。 

（２）受注した印刷業務は原則として自社で行わなければならない。やむをえず再委託を

する場合は一般社団法人幡多広域観光協議会に申し出る必要がある。内容によっては、

契約書に基づき、書面による申請を行い、承認を受ける必要がある。 

(印刷請負契約書第7条) 

乙は、印刷の全部又は大部分を一括して第三者に請け負わせてはならない。 

ただし、あらかじめ書面による甲の承認を得た場合は、この限りでない。 

 

９９９９    契約の締結契約の締結契約の締結契約の締結    

(１) 落札者が、一般社団法人幡多広域観光協議会から、「高知県の事務及び事業におけ

る暴力団の排除に関する規程」に基づく入札参加資格停止措置を、入札の日から本契

約締結の日までの期間に受けたとき又は同規程第2条第2項第5号に規定する排除措置

対象者に該当したときは、当該落札者と契約を締結しないものとする。 

(２) この入札による落札者は、契約締結までに２の（１）あてに独占禁止法の遵守に係

る誓約書を提出すること。落札者が誓約書を提出しない場合は、契約を辞退したもの

として取り扱うものとする。 

 

10 10 10 10 その他その他その他その他    

(１) 入札参加者及び契約の相手方が本件調達に関して要した費用はすべて当該入札参

加者及び当該契約の相手方が負担する。 

(２) 設定、搬入及び調整等使用可能な状態での引き渡しを受けるための役務等に要する

経費は契約の相手方の負担とする。 

 

 



 

一般競争入札参加資格確認申請書 

 

 

平成  年  月  日 

 

一般社団法人幡多広域観光協議会 

代表理事 小 松  昭 二  様 

 

 

申 請 者 の 住 所 

商号及び代表者氏名                                 印 

申請書作成担当者氏名 

（電話番号） 

（ＦＡＸ番号） 

 

 

 

平成29年3月3日付けで入札公告のありました、「楽しまんと！はた旅」ガイドブック新

刊の印刷発送業務委託に係る入札に参加したいので、必要書類を添えて申請します。 

なお、入札公告及び一般社団法人幡多広域観光協議会が入札に関して定める規定を遵守

するとともに、この申請書のすべての記載事項及び添付書類の内容については事実と相違

ないことを誓約します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙1 

 

「楽しまんと！はた旅」ガイドブック新刊 

印刷発送業務委託 

 

 

要求仕様書 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成28年度 

一般社団法人幡多広域観光協議会 

 

 

 



第１ 総則 

１ 本仕様書は、一般社団法人幡多広域観光協議会が発注する「楽しまんと！はた旅」

ガイドブック新刊の印刷および発送業務に係る仕様に関し、必要な事項を定める。 

 

２ 納期限及び納入場所は、「第３ 納入場所及び納入期限表」のとおりとし、各指定数

量を納入すること。また、納入に係る経費は発注者が負担するため、見積書へ経費明

細を付け加えること。 

 

第２ 仕様内容 

「楽しまんと！はた旅」ガイドブック新刊の印刷および発送業務委託の仕様に関して

は、以下のとおりとする。 

１ 件 名 「楽しまんと！はた旅」ガイドブック新刊印刷発送業務委託 

 

２ 規 格 Ｂ5サイズフルカラー・全32ページ  

 

３ 部 数 130,000 部 

 

４ 発行者 一般社団法人幡多広域観光協議会 

 

５ 制作者 株式会社メディア・エーシー  ※以下「制作者」という。 

 

６ 原 稿 DTPデータAdobe Illustrator（8〜CS5のバージョンいずれでも対応可能） 

原稿制作ソフト ： Adobe Illustrator CS5 

画像処理ソフト ： Adobe Photoshop CS5 

制作 PC 環境   ： Mac OS 10.9.5 

 

７ 入 稿 平成29年3月10日（金）の正午までに行う。 

※入稿は制作者から受注者へ電子メールによる入稿データの受け渡し

を行うこととする。 

 

８ 印 刷 オフセット４色刷 

 

９ インキ 芳香族成分が１％以下の溶剤のみを用いる印刷用インキを使用するこ

と。 

 

10 紙 質 上質紙＜90㎏＞を使用すること。 

 

 



11 製 本 二つ折り 

 

12 梱 包 ①25 部ずつ交互に重ねた上、100 部ずつ包装紙にくるむこと。 

②納品の際は、１箱に入れる部数を200 部とすること。 

③折れたり破れたりしないよう、丁寧に梱包すること。 

 

13 納 品 箱のラベルには、以下の項目を明記すること。 

①「楽しまんと！はた旅」ガイドブック 

②200部 

 

14 契約書第７条の規定に基づき、一般社団法人幡多広域観光協議会の承認を得た

場合は、県内外を問わず印刷を下請けに出すことを認めるが、以下の業務について

は必ず受注者自らが行うこと。 

①本件業務に関する、一般社団法人幡多広域観光協議会・制作者との連絡調整 

②印刷物の最終確認および各納入場所への運搬・発送を手配する業務 

④印刷物の破損･汚損･不足などが発覚した場合の責任ある対応（交換・補充など） 

 

15 その他、この仕様書によらないことについては、一般社団法人幡多広域観光協

議会と受注者が協議して定める。 

 

16 問い合わせ先 

一般社団法人幡多広域観光協議会 企画広報主任 東 泰照 

電話番号：0880-31-0233  FAX番号：0880-31-0660 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



1 高松駅 〒760‐0011　香川県高松市浜ノ町1-20 087-825-1703

2 坂出駅 〒762‐0045　香川県坂出市元町1丁目1-1 0877-46-2116

3 宇多津駅 〒769‐0205　香川県綾歌郡宇多津町浜5番丁49 0877-49-0303

4 丸亀駅 〒763‐0045　香川県丸亀市新町6番地3-50 0877-22-6131

5 多度津駅 〒764‐0011　香川県仲多度郡多度津町栄町3丁目3-1-1 0877-33-2201

6 琴平駅 〒766‐0004　香川県仲多度郡琴平町榎井864 0877-73-4171

7 阿波池田駅 〒778‐0003　徳島県三好市池田町サラダ1840 0883-72-0022

8 土佐山田駅 〒782‐0031　高知県香美市土佐山田町東本町1丁目5-1 0887-52‐2067

9 後免駅 〒783‐0002　高知県南国市駅前町2丁目4‐104 088-863-2674

10 高知駅 〒780‐0056　高知県高知市栄田町2丁目1‐10 088-882-7364

11 須崎駅 〒785‐0001　高知県須崎市原町1丁目10-13 0889-42-1515

12 窪川駅 〒786‐0013　高知県高岡郡四万十町琴平町16-16 0880-22-0156

13 観音寺駅 〒768‐0072　香川県観音寺市栄町1-4-30 0875-25-2049

14 伊予三島駅 〒799‐0405　愛媛県四国中央市三島中央3丁目1-37 0896-23-2070

15 新居浜駅 〒792‐0812　愛媛県新居浜市坂井町2丁目3-45 0897-37-2717

16 伊予西条駅 〒793‐0030　愛媛県西条市大町字福森859-1 0897-56-3133

17 今治駅 〒794‐0028　愛媛県今治市北宝来町1丁目甲729-8 0898-23-0049

18 松山駅 〒790‐0062　愛媛県松山市南江戸1丁目14-1 089-945-2637

19 伊予大洲駅 〒795‐0054　愛媛県大洲市中村119 0893‐24‐2319

20 八幡浜駅 〒796‐0031　愛媛県八幡浜市江戸岡1丁目11‐5 0894-22-0495

21 宇和島駅 〒798‐0034　愛媛県宇和島市錦町10-1 0895-22-0175

22 志度駅 〒769‐2101　香川県さぬき市志度488‐2 087-894-1052

23 徳島駅 〒770‐0831　徳島県徳島市寺島本町西1丁目61 088-622-7760

24 阿南駅 〒774‐0030　徳島県阿南市富岡町今福寺64-3 0884-22-0147

25 鴨島駅 〒776‐0010　徳島県吉野川市鴨島町鴨島478-2 0883‐24-2239

26 穴吹駅 〒777‐0005　徳島県美馬市穴吹町穴吹字岩手19-1 0883-52-1202

27 岡山駅 〒700‐0024　岡山市北区駅元町１－１岡山駅２階 086-221-2445

28 中村駅 〒787‐0014　高知県四万十市駅前町7-1 0880-35-4961

29 安芸駅 〒784‐0010　高知県安芸市東浜294 0887-34-8800

30 道の駅　大杉 〒789‐0311　高知県長岡郡大豊町杉743-1 0887-72-1417

31 道の駅　すくも 〒788‐0010　高知県宿毛市坂ノ下1023-44 0880-63-0801

32 道の駅　大月 〒788‐0302　高知県幡多郡大月町弘見2610 0880-73-1610

33 道の駅　四万十大正 〒786‐0301　高知県高岡郡四万十町田野々17-1 0880-27-0113

34 道の駅　ゆすはら 〒785‐0621　高知県高岡郡梼原町太郎川3799-3 0889-65-1100

35 道の駅　南国風良里 〒783‐0052　高知県南国市左右山102-1 088-880-8112

36 道の駅　美良布 〒781‐4212　高知県香美市香北町美良布1211 0887-59-3111

37 道の駅　布施ヶ坂 〒785‐0411　高知県高岡郡津野町船戸654-1 0889-62-3225

38 道の駅　キラメッセ室戸 〒781‐6833　高知県室戸市吉良川町丙890-11 0887-25-3377

39 道の駅　土佐和紙工芸村 〒781‐2136　高知県吾川郡いの町鹿敷1226 088-892-1001

40 道の駅　土佐さめうら 〒781‐3521　高知県土佐郡土佐町田井448-2 0887-82-1680

41 道の駅　大山 〒784‐0046　高知県安芸市下山町黒ハエ1400 0887-32-0506

42 道の駅　かわうその里すさき 〒785‐0022　高知県須崎市下分甲263-3785-0022 0889-40-0004

43 道の駅　あぐり窪川 〒786‐0026　高知県高岡郡四万十町平串284-1 0880-22-8848

44 道の駅　木の香 〒781‐2615　高知県土佐郡いの町桑瀬225-24 088-869-2300

45 道の駅　めじかの里土佐清水 〒787‐0450　高知県土佐清水市三崎字西シリソメ671-1 0880-83-1103

46 道の駅　やす 〒781‐5602　高知県香美市夜須町千切537-90 0887-57-7122

47 道の駅　633美の里 〒781‐2401　高知県吾川郡いの町上八川甲1160-2 088-850-5300

48 道の駅　田野駅屋 〒781‐6410　高知県安芸郡田野町1431-1 0887-32-1077

49 道の駅　ビオスおおがた 〒789‐1911　高知県幡多郡黒潮町浮鞭3573-5 0880-43-0105

50 道の駅　四万十とおわ 〒786‐0535　高知県高岡郡四万十町十和川口62-9 0880-28-5421

電話番号

第3　納入場所及び納入期限表

No 発　送　先 住　　　所



51 道の駅　なぶら 〒789‐1721　高知県幡多郡黒潮町佐賀1350 0880-55-3325

52 道の駅　よって西土佐 〒787‐1601　高知県四万十市西土佐江川崎2410-3 0880-52-1398

53 道の駅貞光ゆうゆう館 〒779-4101 徳島県美馬郡つるぎ町貞光字大須賀11-1 0883-62-5000

54 道の駅鷲の里 〒771-5203 徳島県那賀郡那賀町和食郷田野89 0884-62-3100

55 道の駅宍喰温泉 〒775-0502 徳島県海部郡海陽町久保板取219-6 0884-76-3442

56 道の駅どなり 〒771-1700 徳島県阿波市土成町宮川内平間28-2 088-695-5405

57 道の駅にしいや 〒778-0101 徳島県三好市西祖谷山村尾井ノ内348-2 0883-87-2670

58 道の駅わじき 〒771-5204 徳島県那賀郡那賀町中山関が原34-56 0884-62-3553

59 道の駅公方の郷なかがわ 〒779-1236 徳島県阿南市那賀川町工地22-6 0884-21-2631

60 道の駅もみじ川温泉 〒771-5410 徳島県那賀郡那賀町大久保西納野4-7 0884-62-1171

61 道の駅温泉の里神山 〒771-3310 徳島県名西郡神山町神領西上角151-1 088-636-7077

62 道の駅藍ランドうたづ 〒779-3633 徳島県美馬市脇町町南 0883-53-2333

63 道の駅三野 〒771-2305 徳島県三好市三野町太刀野1909-1 0883-76-2050

64 道の駅日和佐 〒779-2305 徳島県海部郡美波町奥河内寺前493-6 0884-77-2121

65 道の駅第九の里 〒779-0225 徳島県鳴門市大麻町桧東山田53 088-689-1119

66 道の駅大歩危 〒779-5452 徳島県三好市山城町上名1553−1 0883-84-1489

67 道の駅ひなの里かつうら 〒771-4303 徳島県勝浦郡勝浦町大字生名月ノ瀬4-1 0885-44-0112

68 道の駅瀬戸大橋記念公園 〒762-0065 香川県坂出市番の州緑町6-13 0877-45-2344

69 道の駅津田の松原 〒769-2401 香川県さぬき市津田町津田103-3 0879-42-5520

70 道の駅ことひき 〒768-0062 香川県観音寺市有明町3-37 0875-24-2150

71 道の駅ふれあいパークみの 〒767-0031 香川県三豊市三野町大見乙74 0875-72-5300

72 道の駅小豆島オリーブ公園 〒761-4434 香川県小豆郡小豆島町西村甲1941-1 0879-82-2200

73 道の駅小豆島ふるさと村 〒761-4304 香川県小豆郡小豆島町室生2084-1 0879-75-2266

74 道の駅空の夢もみの木パーク 〒769-0319 香川県仲多度郡まんのう町追上424-1 0877-75-1994

75 道の駅みろく 〒761-0902 香川県さぬき市大川町富田中3298-1 0879-43-0550

76 道の駅しおのえ 761-1612 香川県高松市塩江町安原上東390-4 087-893-1378

77 道の駅滝宮 761-2305 香川県綾歌郡綾川町滝宮1578 087-876-5018

78 道の駅ことなみ 766-0203 香川県仲多度郡まんのう町川東2355-1 0877-56-0015

79 道の駅うたづ臨海公園 769-0201 香川県綾歌郡宇多津町浜一番丁4 0877-49-0860

80 道の駅とよはま 769-1604 香川県観音寺市豊浜町箕浦字大西甲2506 0875-56-3615

81 道の駅たからだの里さいた 769-0401 香川県三豊市財田町財田上180-6 0875-67-3883

82 道の駅大坂城残石記念公園 761-4144 香川県小豆郡土庄町小海甲909-1 0879-65-2865

83 道の駅ながお 769-2305 香川県さぬき市前山940-12 0879-52-1022

84 道の駅香南楽湯 761-1404 香川県高松市香南町横井997-2 087-815-8585

85 道の駅源平の里むれ 761-0123 香川県高松市牟礼町原631-5 087-845-6080

86 道の駅瀬戸町農業公園 796-0506 愛媛県西宇和郡伊方町塩成乙293 0894-57-2321

87 道の駅マイントピア別子 792-0846 愛媛県新居浜市立川町707-3 0897-43-1801

88 道の駅日吉夢産地 798-1502 愛媛県北宇和郡鬼北町下鍵山54 0895-44-2340

89 道の駅ひろた 791-2205 愛媛県伊予郡砥部町総津162-1 089-969-2070

90 道の駅ふたみ 799-3207 愛媛県伊予市双海町高岸甲2326 089-986-0522

91 道の駅内子フレッシュパークからり 791-3301 愛媛県喜多郡内子町内子2452 0893-43-1122　

92 道の駅伊方きらら館 796-0421 愛媛県西宇和郡伊方町九町越 0894-39-0230

93 道の駅きなはい屋しろかわ 797-1717 愛媛県西予市城川町下相1008-1 0894-82-1100

94 道の駅みしょうＭＩＣ 798-4110 愛媛県南宇和郡愛南町御荘平城4296-1 0895-72-1115

95 道の駅今治湯ノ浦温泉 799-1527 愛媛県今治市長沢甲252-2 0898-47-0990

96 道の駅虹の森公園まつの 798-2102 愛媛県北宇和郡松野町延野々1510-1 0895-20-5006

97 道の駅広見森の三角ぼうし 798-1333 愛媛県北宇和郡鬼北町永野市138-6 0895-45-3751

98 道の駅伯方Ｓ・Ｃパーク 794-2302 愛媛県今治市伯方町叶浦甲1668-1 0897-72-3300

99 道の駅今治市多々羅しまなみ公園 794-1402 愛媛県今治市上浦町井口9180-2 0897-87-3855

100 道の駅しまなみの駅御島 794-1304 愛媛県今治市大三島町宮浦3260 0897-82-0002



101 道の駅小松オアシス 799-1101 愛媛県西条市小松町新屋敷乙22-29 0898-76-3111

102 道の駅みかわ 791-1501 愛媛県上浮穴郡久万高原町上黒岩2840-1 0892-56-0330

103 道の駅清流の里ひじかわ 797-1503 愛媛県大洲市肱川町宇和川3030 0893-34-2700

104 道の駅よしうみいきいき館 794-2114 愛媛県今治市吉海町名4520-2 0897-84-3710

105 道の駅風早の郷風和里 799-2408 愛媛県松山市大浦119 089-911-7700

106 道の駅みま 798-1114 愛媛県宇和島市三間町務田180-1 0895-58-1122

107 道の駅小田の郷せせらぎ 791-3502 愛媛県喜多郡内子町寺村251-1 0892-52-3023

108 道の駅うわじま　きさいや広場 798-0006 愛媛県宇和島市弁天町1丁目318−16 0895-22-3934

109 道の駅霧の森 799-0301 愛媛県四国中央市新宮町馬立4491-1 0896-72-3111

110 安芸観光情報センター 784-0001 高知県安芸市矢ノ丸1-4-32 0887-34-8344

111 (公社)高知市観光協会 780-0862 高知県高知市鷹匠町2-1-36 高知市たかじょう西庁舎1階 088-823-4016

112 高知県立 坂本龍馬記念館 781-0262 高知県高知市浦戸城山830 088-841-0001

113 高知市龍馬の生まれたまち記念館 780-0901 高知県高知市上町2-6-33 088-820-1115

114 高知県立 美術館 781-8123 高知県高知市高須353-2 088-866-8000

115 高知県立のいち動物公園 781-5233 高知県香南市野市町大谷738 0887-56-3500

116 西島園芸団地 783-0023 高知県南国市廿枝600 088-863-3167

117 室戸市観光協会 781-7101 高知県室戸市室戸岬町6939-1 0887-23-1610

118 （一社）四万十市観光協会 787-0015　高知県四万十市右山383-15 0880-34-4171

119 （一社）宿毛市観光協会 787-0010　高知県宿毛市駅前町1-703 0880-63-0801

120 （一社）土佐清水市観光協会 787-0337　高知県土佐清水市養老303 0880-82-3155

121 NPO砂浜美術館 789-1911　高知県幡多郡黒潮町浮鞭3573-5 0880-43-4915

122 大月町観光協会 788-0302　高知県幡多郡大月町弘見2610 0880-62-8133

123 みはらのじまんや 787-0802　高知県幡多郡三原村宮ノ川1130 0880-46-2233

124 中村商工会議所 〒787-0029　高知県四万十市中村小姓町46 0880-34-4333

125 四万十市西土佐商工会 〒787-1601　高知県四万十市西土佐江川崎2642-1 0880-52-1276

126 宿毛商工会議所 〒788-0001　高知県宿毛市中央2-2-18 0880-63-3123

127 土佐清水市商工会議所 〒787-0323　高知県土佐清水市寿町11-16 0880-82-0279

128 黒潮町商工会 〒789-1931　高知県幡多郡黒潮町入野1936-1 0880-43-1203

129 大月町商工会 〒788-0302　高知県幡多郡大月町弘見2087-1 0880-73-0135

130 三原村商工会 〒787-0803　高知県幡多郡三原村来栖野346 0880-46-2437

131 西土佐商工会 〒787-1601　高知県四万十市西土佐江川崎2642-1 0880-52-1276

132 ビジネスホテル一条 〒787-0001　高知県四万十市中村本町2-25 0880-34-1500

133 ホテルセンチュリー 〒787-0031　高知県四万十市中村東下町13 0880-35-0033

134 ホテルココモ 〒787-0015　高知県四万十市右山366 0880-35-1133

135 中村第一ホテル 〒787-0014　高知県四万十市駅前町5 0880-34-7211

136 ホテルクラウンヒルズ中村 〒787-0015　高知県四万十市右山383-6 0880-34-2811

137 中村プリンスホテル 〒787-0034　高知県四万十市中村弥生町4-1 0880-35-5551

138 新ロイヤルホテル四万十 〒787-0029　高知県四万十市中村小姓町26 0880-35-1000

139 ホテル星羅四万十 〒787-1603　高知県四万十市西土佐用井1100 0880-52-2225

140 ネスト・ウエストガーデン土佐 〒789-1931　高知県幡多郡黒潮町入野184 0880-43-0101

141 民宿 鮎 〒787-0033　高知県四万十市中村大橋通6-7-8 0880-35-2829

142 民宿 こばん 〒787-0012　高知県四万十市右山五月町6-10 0880-34-5923

143 民宿 さくら 〒787-0014　高知県四万十市駅前町9-5 0880-34-3062

144 民宿 鈴 〒787-0033　高知県四万十市中村大橋通7-11-6 0880-34-5655

145 せせらぎ荘 〒787-0036　高知県四万十市中村岩崎町2249-2 0880-34-1653

146 民宿 土佐 〒787-0014　高知県四万十市駅前町5-13 0880-34-2929

147 民宿 中村 〒787-0014　高知県四万十市駅前町2-16 0880-34-3059

148 ニュー民宿 中村 〒787-0015　高知県四万十市右山5 0880-34-9311

149 民宿 四万十川 〒787-0011　高知県四万十市右山元町3-4 0880-34-4100

150 ペンション Bee 〒787-0163　高知県四万十市名鹿260-4 0880-31-9115



151 四万十川の宿 ゆうべ亭 〒787-0018　高知県四万十市不破上町2082-7 0880-34-8787

152 民宿 ほてい家 〒787-0155　高知県四万十市下田1347-3 0880-33-1213

153 なごみ宿 安住庵 〒787-0000　高知県四万十市中村1815　為松公園頂上 0880-35-3184

154 四万十の宿 〒787-0155　高知県四万十市下田3370（いやしの里内） 0880-33-1600

155 福田旅館 〒787-0033　高知県四万十市中村大橋通4-18 0880-35-4108

156 土佐佐賀温泉こぶしのさと 〒789-0173　高知県幡多郡黒潮町拳ノ川2161 0880-55-7011

157 うぐるBox 〒788-0679　高知県宿毛市沖ノ島町鵜来島 080-4410-2441

158 ゲストハウスジョイント宿夢 〒788-0023　高知県宿毛市宇須々木31 0880-79-0317

159 家本旅館 〒788-0679　高知県宿毛市沖ノ島町鵜来島56 0880-65-6741

160 ホテル マツヤ 〒788-0000　高知県宿毛市宿毛5343-10 0880-63-1185

161 ホテル アバン 〒788-0000　高知県宿毛市宿毛1108 0880-63-1180

162 秋沢ホテル 〒788-0003　高知県宿毛市幸町6-43 0880-63-2129

163 ビジネスホテル アサヒ 〒788-0012　高知県宿毛市高砂7-12 0880-65-0607

164 ビジネスホテル 上村 〒787-0003　高知県宿毛市幸町5-10 0880-63-2118

165 ビジネスホテル 吉の屋 〒788-0001　高知県宿毛市中央5丁目2-13 0880-63-2258

166 森下旅館 〒788-0013　高知県宿毛市片島9-24-3 0880-65-8216

167 岡本旅館 〒787-0001　高知県宿毛市中央7丁目1-28 0880-63-3161

168 月昌館 〒787-0001　高知県宿毛市中央6丁目3-11 0880-63-3108

169 宿毛城 〒788-0007　高知県宿毛市松田町9-15 0880-63-3835

170 河野旅館 〒788-0013　高知県宿毛市片島4-42 0880-65-8248

171 金沢旅館 〒788-0013　高知県宿毛市片島9-24-4 0880-65-8125

172 まなべ旅館 〒788-0000　高知県宿毛市宿毛1680-2 0880-63-3408

173 大島旅館 〒788-0271　高知県宿毛市小筑紫町小筑紫121 0880-67-0103

174 鶴の家 〒788-0783　高知県宿毛市戸内1659 0880-66-0007

175 民宿 サカエ 〒788-0013　高知県宿毛市片島8-32-10 0880-65-6160

176 民宿 初福荘 〒788-0013　高知県宿毛市片島11-11 0880-65-8877

177 民宿 森田 〒788-0271　高知県宿毛市小筑紫町内外ノ浦69 0880-67-0338

178 ひらた荘 〒788-0783　高知県宿毛市戸内1664-2 0880-66-0310

179 宿毛フレックスホテル 〒788-0001　高知県宿毛市中央2丁目9-6 0880-693-6123

180 望洋館 澤近 〒788-0677　高知県宿毛市沖ノ島母島949-ロ 0880-69-1121

181 旅館 おきのしま 〒788-0677　高知県宿毛市沖ノ島母島949-6 0880-69-1116

182 金子旅館 〒788-0678　高知県宿毛市沖ノ島弘瀬333 0880-69-1055

183 島一旅館 〒788-0678　高知県宿毛市沖ノ島弘瀬314 0880-69-1003

184 高見旅館 〒788-0677　高知県宿毛市沖ノ島母島900 0880-69-1311

185 民宿 高見 〒788-0679　高知県宿毛市沖ノ島町鵜来島48-2 0880-69-1703

186 民宿 間瀬 〒788-0677　高知県宿毛市沖ノ島慕島975 0880-69-1509

187 民宿 家中 〒788-0679　高知県宿毛市沖ノ島町鵜来島37 0880-69-1714

188 ブルーマリンハウス 〒788-0677　高知県宿毛市沖ノ島母島1586-3 0880-69-1023

189 宿毛リゾート椰子の湯 〒788-0014　高知県宿毛市大島17-27 0880-65-8185

190 山里の家 〒788-0042　高知県宿毛市橋上町楠山41-1 0880-64-7037

191 民宿 嶋屋 〒788-0782　高知県宿毛市平田中山311 0880-66-1432

192 米屋旅館 〒788-0001　高知県宿毛市中央5丁目4-7 0880-63-3141

193 民宿 宮本 〒788-0679　高知県宿毛市沖ノ島町鵜来島50 0880-69-1727

194 足摺国際ホテル 〒787-0315　高知県土佐清水市足摺岬662 0880-88-0201

195 あしずり温泉郷 足摺パシフィックホテル 花椿 〒787-0315　高知県土佐清水市足摺岬783 0880-88-1111

196 四国最南端 絶景リゾートホテル 足摺テルメ 〒787-0315　高知県土佐清水市足摺岬字東畑1433-3 0880-88-0301

197 ホテル 足摺園 〒787-0315　高知県土佐清水市足摺岬478-5 0880-88-0206

198 ホテル 海上館 〒787-0315　高知県土佐清水市足摺岬565 0880-88-0503

199 ホテル 椿荘 〒787-0315　高知県土佐清水市足摺岬282 0880-88-0226

200 みさきホテル 〒787-0315　高知県土佐清水市足摺岬215 0880-88-0306



201 足摺サニーサイドホテル 〒787-0316　高知県土佐清水市松尾19-2 0880-88-0331

202 あしずりユースホテル 〒787-0315　高知県土佐清水市足摺岬1351-3 0880-88-0324

203 シーサイドin福山 〒787-0315　高知県土佐清水市足摺岬493-7 0880-88-0929

204 民宿 ことぶき 〒787-0315　高知県土佐清水市足摺岬559 0880-88-0513

205 民宿 足摺はっと 〒787-0315　高知県土佐清水市足摺岬641-1 0880-88-0753

206 民宿 田村 〒787-0315　高知県土佐清水市足摺岬658-1 0880-88-0605

207 民宿 福田屋 〒787-0315　高知県土佐清水市足摺岬1409-3 0880-88-0529

208 遍路宿 民宿 西田 〒787-0315　高知県土佐清水市足摺岬716-1 0880-88-0025

209 農家民宿 あさり 〒787-0315　高知県土佐清水市足摺岬1162 090-7780-9835

210 ペンション サライ 〒787-315　高知県土佐清水市足摺岬70 0880-88-1010

211 ペンション つりの里 〒787-0316　高知県土佐清水市松尾516-2 0880-88-0335

212 民宿 青岬 〒787-0316　高知県土佐清水市松尾うすばえ1042 0880-88-1955

213 民宿 旅路 〒787-0302　高知県土佐清水市以布利5-8 0880-82-8408

214 民宿 みかんの家 〒787-0307　高知県土佐清水市緑ヶ丘9-29 0880-83-0121

215 ビジネスホテル 南城 〒787-0303　高知県土佐清水市旭町63-18 0880-82-4888

216 ビジネスホテル 南粋 〒787-0325　高知県土佐清水市栄町17-11 0880-82-2777

217 旅館 南粋 〒787-0304　高知県土佐清水市元町1-10　海岸通 0880-82-0043

218 民宿 清龍 〒787-0306　高知県土佐清水市幸町2-27 0880-82-0606

219 民宿 早川 〒787-0331　高知県土佐清水市越前町5-7 0880-82-0889

220 土佐民宿 大平 〒787-0332　高知県土佐清水市汐見町15-8 0880-82-1576

221 足摺倶楽部 〒787-0321　高知県土佐清水市浜町3-4 0880-83-0183

222 御宿 京屋 〒787-0332　高知県土佐清水市汐見町13-20 0880-82-1450

223 ペンション 木のくじら 〒787-0336　高知県土佐清水市加久見1464-461 0880-83-0377

224 ホテル 南国 〒787-0452　高知県土佐清水市竜串28-5 0880-85-0109

225 観光旅館　千竜 〒787-0452　高知県土佐清水市竜串28-8 0880-85-0257

226 民宿 竜串苑 〒787-0452　高知県土佐清水市竜串28-20 0880-85-0608

227 ホテル オレンジ 〒787-0450　高知県土佐清水市三崎4163 0880-85-0146

228 カーサ・リブレ 〒788-0302　高知県幡多郡大月町弘見4106-128 090-7781-1755

229 幡多郷民宿 〒788-0302　高知県幡多郡大月町弘見1379-1 0880-73-1324

230 中田旅館 〒788-0302　高知県幡多郡大月町弘見1657-1 0880-73-0206

231 ペンションみなみ風 〒788-0362　高知県幡多郡大月町芳ノ澤1877-11 0880-73-1039

232 ホテルベルリーフ大月 〒788-01313　高知県幡多郡大月町周防形404 0880-74-0222

233 大和屋旅館 〒788-0343　高知県幡多郡大月町柏島15 0880-76-0016

234 民宿「海遊里」 〒788-0343　高知県幡多郡大月町柏島14 0880-76-0331

235 民宿「はまゆう」 〒788-0343　高知県幡多郡大月町柏島197 0880-76-0020

236 旅館「山文」 〒788-0343　高知県幡多郡大月町柏島641-2 0880-76-0110

237 徳田旅館 〒788-0343　高知県幡多郡大月町柏島27 0880-76-0040

238 民宿「美海屋」 〒788-0343　高知県幡多郡大月町柏島1096-26 0880-76-0372

239 やまだ旅館 〒788-0343　高知県幡多郡大月町柏島205 0880-76-0372

240 高知県東京事務所 〒100-0011　東京都千代田区内幸町1丁目3番3号 内幸町ダイビル7階 03-3504-5541

241 高知県大阪事務所 〒541-0053　大阪府中央区本町2町目6番8号 センバセントラルビル1階 06-6244-4351

242 高知県名古屋事務所 〒460-0008　愛知県名古屋市中区栄4丁目1番1号　中日ビル4階 052-254-0540

243 高知県 観光振興部 地域観光課 〒780-8570　高知県高知市丸の内1丁目2番20号 088-823-9706

244 高知観光情報発信館「とさてらす」 〒780-0056　高知県高知市本町2-10-17 088-879-6400

245 トヨタレンタリース西四国 高知駅前店 〒780-0053　高知県高知市駅前町4-15 088-823-0100

246 トヨタレンタリース西四国　高知空港店 〒783-0096　高知県南国市久枝乙626-3 088-864-0707

247 バジェット・レンタカー四国 高知空港店 〒783-0093　高知県南国市物部字新開乙75番地 088-878-6543

248 タイムズカーレンタル 高知空港前店 〒783-0093  高知県南国市物部156-2 088-804-6550

249 日産カーレンタルソリューション 高知駅前店 〒780-0056　高知県高知市北本町2-1-12 088-883-4485

250 日産カーレンタルソリューション 高知龍馬空港店 〒783-0096　高知県南国市久枝乙628 088-864-2319



251 ニッポンレンタカー四国 高知空港（営） 〒783-0096　高知県南国市久枝開田乙628-1 088-863-0663

252 オリックスレンタカー 高知龍馬空港ターミナル店 〒783-0096　高知県南国市久枝開田617 088-804-6007

253 オリックスレンタカー 高知空港店 〒783-0093　高知県南国市物部新開乙63番20 088-804-6188

送り主

（一社）幡多広域観光協議会 〒787-0015　高知県四万十市右山383-15 0880-31-0233

納入期限：平成29年3月31日　発送部数：200部（1箱）



別紙２ 

一般競争入札質問書一般競争入札質問書一般競争入札質問書一般競争入札質問書    

 

提出先提出先提出先提出先 【郵 送 先】 〒787-0015 高知県四万十市右山383-15 

一般社団法人幡多広域観光協議会 担当：東 

【FAX送信先】 0880-31-0660（着信確認先電話番号0880-31-0233） 

 

作成及び提出上の注意事項作成及び提出上の注意事項作成及び提出上の注意事項作成及び提出上の注意事項 

①提出は持参、郵送（書留又は簡易書留郵便に限る。）又は FAX（電話にて

着信を 確認すること。）のいずれかにより行うこと。 

②質問内容を確認することがあることから、質問者欄は必ず記入すること。 

③質問内容は出来るだけ具体的に記入すること。 

④質問ごとに本書を作成すること。  

質 

問 

者 

事業者名 

 

担当者 

 

担当者連絡先 

電話番号 

 

 

質問内容 

※枠内に記入できない場合、別紙により提出すること 



別紙３ 

    

    

入札書・委任状様式入札書・委任状様式入札書・委任状様式入札書・委任状様式    

    

    

    

    

    

    

    

    



 

平成 29 年 3 月 9 日 

 

 

一般社団法人幡多広域観光協議会 

代表理事 小 松  昭 二  様  

 

 

住 所 

 

氏 名               ㊞ 

 

 

 

 

 

 

 

入入入入        札札札札        書書書書    

 

 

入札の諸条件を承諾のうえ、次のとおり入札します。    

金  額     

契約対象 「楽しまんと！はた旅」ガイドブック新刊印刷発送業務委託 

 

備考 1 代理入札の場合は、委任者の住所及び氏名を記入し、その下に「代理人」 

の表示をしてその住所及び氏名を記入し、押印してください。 

2 法人の場合は、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の職・氏名を記入 

してください。  

3 入札金額の数字の頭には、￥を付けてください。 

4 入札金額は訂正することができません。その他の事項の訂正等は、当該個 

所押印してください。 

    



    

委委委委        任任任任        状状状状    

    

平成 29 年 3 月 9 日  

 

一般社団法人幡多広域観光協議会 

代表理事 小 松  昭 二 様  

 

 

住 所  

（委任者）               ㊞  

氏 名  

 

 

 

住 所 

私は、                     ㊞  を代理人と定め 

氏 名                    

 

平成 29 年 3 月 9 日執行の下記物件競争入札ならびに見積書提出に関する

一切の権限を委任します。  

 

記 

 

 

「楽しまんと！はた旅」ガイドブック新刊印刷発送業務委託 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙別紙別紙別紙４４４４    

    

    

契約書（案）契約書（案）契約書（案）契約書（案）    

 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    



業務委託契約書 

 

１ 委託業務名  「楽しまんと！はた旅」ガイドブック新刊印刷発送委託業務 

 

 

２ 履 行 期 間   自  平成  年  月   日 

 

至  平成 29 年 3 月 31 日 

 

３ 委 託 料  ￥ 

 

  （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額  ￥             ） 

  10に該当する場合は、委託料並びに消費税及び地方消費税の額の合計額を上限額とす

る。 

 

４ 契約保証金       納付 （ ￥            ）  ・  免除 

 

５ 成果物       有り   ・  無し 

 

６ 前金払       有り   ・  無し 

 

７ 概算払       有り   ・  無し 

 

８ 著作権の帰属    甲    ・  甲乙共有  ・  乙  ・  無し 

 

９ 長期継続契約    該当有り ・  該当無し 

  

10 以内契約      該当有り ・  該当無し 

  （実費弁償方式による契約） 

 

11 特記事項 

  個人情報取扱特記事項 

 

 上記の業務について、委託者と受託者とは、各々の対等な立場における合意に基づいて、

別添の条項によって公正な契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 

 本契約の証として本書２通を作成し、委託者及び受託者が記名押印のうえ各自その１通

を保有するものとする。 

 

    平成  年  月  日 

 

 

               委託者  一般社団法人幡多広域観光協議会 

                     代表理事  小 松 昭 二  □印  

 

 

 

   

               受託者  住所 

                    氏名              □印  



 

（総則） 

第１条 委託者（以下「甲」という。）及び受託者（以下「乙」という。）両者は、信義を

重んじ、誠実にこの契約を履行しなければならない。 

２ 甲乙両者は、日本国の法令を遵守し、この契約を履行しなければならない。 

３ 乙は、契約書記載の業務を契約書記載の履行期間内に完了し、甲は、その委託料を支

払うものとする。ただし、契約の目的物（以下「成果物」という。）が有る場合は、乙

が成果物を甲に引き渡した後、甲は、その委託料を乙に支払うものとする。 

４ 乙は、この契約書及び別紙仕様書並びにこれらに基づく甲の指示又は通知（以下「仕

様書等」という。）に従って、委託業務を履行しなければならない。 

５ この契約の履行に関して甲と乙との間で用いる言語は、日本語とする。 

６ この契約書に定める金銭の支払に用いる通貨は、日本円とする。 

７ この契約書及び仕様書等における期間の定めについては、民法（明治29年法律第89号）

及び商法（明治32年法律第48号）の定めるところによるものとする。 

８ この契約は、日本国の法令に準拠するものとする。 

 

 （仕様書等に関する通知義務） 

第２条 乙は、仕様書等によることができないとき又は仕様書等に明示されていない事項

があるときは、直ちに甲に通知しなければならない。 

２ 甲は、前項の通知を受けたときは、直ちに調査し、乙に対して必要な指示を与えなけ

ればならない。 

 

 （契約の保証） 

第３条 乙は、この契約の締結と同時に、契約書に定める契約保証金を甲に納付しなけれ

ばならない。 

２ 前項の契約保証金は、乙がこの契約に定める義務を履行しないときは、甲に帰属する

ものとする。 

３ 甲は、乙がこの契約に定める義務を履行したときは、乙の請求により遅滞なく契約保

証金を乙に還付するものとする。 

４ 契約保証金には、利息を付さないものとする。 

５ 前４項の規定にかかわらず、甲が高知県契約規則（昭和39年高知県規則第12号）第40

条各号のいずれかの規定に該当すると認めた場合は、契約保証金の納付を免除すること

ができる。 

 

 （権利義務の譲渡等の禁止） 

第４条 乙は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、若しくは承継させ、

又は担保に供してはならない。ただし、あらかじめ、書面により甲の承諾を得た場合は、

この限りでない。 



 

 （委託業務が完了した後の履行実績等の譲渡に伴う債務引受） 

第４条の２ 前条の規定にかかわらず、乙は、委託業務が完了した後において、この委託

業務に係る履行実績等を第三者に譲渡する場合は、この委託業務が完了した後に第23条、

第29条及び第29条の２の規定により効力が生ずる乙の債務をその第三者に引き受けさせ

なければならない。 

２ 乙は、履行実績等を第三者に譲渡したときは、速やかに当該履行実績等の譲渡及び債

務の引受けを証する譲渡契約書等の写しを甲に提出しなければならない。 

３ 前２項の規定は、履行期間の末日から起算して５年を経過した日の属する年度の末日

まで適用する。 

 

 （再委託等の禁止） 

第５条 乙は、委託業務の全部又は一部を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。

ただし、あらかじめ、書面により甲の承諾を得た場合は、この限りでない。 

 

 （法令上の責任） 

第６条 乙は、乙の従業員に対する雇用者及び使用者として、労働基準法（昭和22年法律

第49号）、最低賃金法（昭和34年法律第137号）、労働安全衛生法（昭和47年法律第57号

）、労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）、職業安定法（昭和22年法律第141号

）及びその他法令上の全ての責任を負って従業員を管理し、甲に対し責任を及ぼさない

ものとする。 

 

 （暴力団員等からの不当介入に対する通報及び報告の義務） 

第７条 乙は、本契約に係る事業の遂行に当たって、暴力団員等（高知県暴力団排除条例

（平成22年高知県条例第36号）第２条第３号に規定する暴力団員等をいう。第24条の２

第１項において同じ。）による不当若しくは違法な要求又は契約の適正な履行を妨げる

妨害を受けたときは、その旨を甲に報告するとともに、所轄の警察署に届け出なければ

ならない。 

 

 （秘密の保持） 

第８条 乙は、この契約の履行に関して知り得た秘密を他人に漏らしてはならない。 

２ 前項の規定は、この契約が終了し、又は解除された後においても効力を有する。 

 

（個人情報の保護） 

第８条の２ 乙は、この契約による業務を処理するために個人情報を取扱う場合、その取

扱いについては、別記「個人情報取扱特記事項」を守らなければならない。 

 

 （特許権等の使用） 



第９条 乙は、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基づき保護さ

れる第三者の権利の対象となっている履行方法等を使用するときは、その使用に関する

一切の責任を負わなければならない。 

 

 （グリーン購入等） 

第10条 乙は、委託業務の実施において物品等を調達する場合は、甲が定める高知県グリ

ーン購入基本方針（平成13年３月26日作成）に基づき環境物品等の調達に努めるものと

する。 

 

 （仕様書等と業務内容が一致しない場合の是正の義務） 

第11条 乙は、委託業務の内容が仕様書等又は甲乙協議の内容に適合しない場合において、

甲がその是正を請求したときは、当該請求に従わなければならない。 

 

 （委託業務に従事する者に対する措置請求） 

第12条 甲は、委託業務に従事する者が委託業務の実施につき著しく不適当であると認め

られるときは、乙に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきこ

とを請求することができる。 

 

 （委託業務の調査等） 

第13条 甲は、必要がある場合には、乙に対して委託業務の処理状況につき、随時に調査

し、又は必要な報告を求めることができる。この場合、乙は、その調査を拒み、若しく

は妨げ、又は報告を怠ってはならない。 

 

 （業務内容の変更等） 

第14条 甲は、必要がある場合には、委託業務の内容を変更し、又は委託業務を一時中止

することができる。この場合において、甲乙協議して書面によりこれを定めるものとす

る。 

 

 （事情変更） 

第15条 甲及び乙は、この契約の締結後、経済情勢の変動、天災地変その他予期すること

のできない事由によりこの契約に定める条件が不適当となったときは、協議して契約を

変更することができる。 

 

 （乙の請求による契約期間の延長） 

第16条 乙は、その責めに帰することができない事由により契約期間内に委託業務を完了

することができないときは、その理由を明示した書面により甲に契約期間の延長変更を

請求することができる。この場合における延長日数は、甲乙協議して書面により定める

ものとする。 



 

 （甲の請求による契約期間の短縮） 

第17条 甲は、特別の理由により契約期間を短縮する必要があるときは、契約期間の短縮

変更を乙に請求することができる。この場合における短縮日数は、甲乙協議して書面に

より定めるものとする。 

 

 （危険負担） 

第18条 成果物が有る場合は、成果物の引渡し前に、成果物に生じた損害その他委託業務

を行うに当たり生じた損害（第三者に及ぼした損害を含む。）については、乙がその費

用を負担する。成果物が無い場合は、委託業務を行うに当たり生じた損害（第三者に及

ぼした損害を含む。）については、乙がその費用を負担する。ただし、成果物の有無に

かかわらず、その損害のうち甲の責めに帰すべき事由によるものについては、甲が負担

する。 

２ 甲は、前項の規定により乙が負担すべき損害について第三者に対して賠償した場合は、

乙に対して、賠償した金額及び賠償に伴い発生した費用を求償することができる。 

 

 （検査及び引渡し） 

第19条 乙は、委託業務を完了したときは、速やかに業務完了報告書等を甲に提出しなけ

ればならない。ただし、成果物が有る場合は、乙は、業務完了報告書等を提出するとき

に成果物を添えて甲に提出しなければならない。 

２ 甲は、前項の業務完了報告書等を受理した日から10日以内に仕様書等に定める内容に

基づき委託業務の完了を確認し、検査を行わなければならない。 

３ 成果物が有る場合で、前項の検査の結果不合格となり、成果物について補正を命じら

れたときは、乙は、直ちに補正して甲の再検査を受けなければならない。成果物が無い

場合で、前項の検査の結果、実施した業務の内容が仕様書等に適合しない場合において、

業務について補正を命じられたときは、乙は、直ちに補正して甲の再検査を受けなけれ

ばならない。この場合において、成果物の有無にかかわらず、乙は、委託料の増額を請

求することはできない。 

４ 成果物が有る場合、成果物の引渡しは、前２項の規定による検査又は再検査に合格し

たときに行われたものとする。 

５ 成果物が有る場合、成果物の所有権は、前項の規定による引渡しのときをもって乙か

ら甲に移転するものとする。 

 

（委託料の確定） 

第19条の２ 以内契約及び第20条の３に規定する概算払の場合は、乙は、委託業務を完了

したときは、速やかに収支報告書を甲に提出しなければならない。 

２ 甲は、前項の収支報告書を受理したときは、委託業務の内容に適合するものであるか

どうか確認し、適合すると認めたときは委託料の額を確定し、乙に対して通知するもの



とする。 

３ 前項の委託料の確定額は、委託業務に要した経費に係る適正な支出額と本契約書に規

定する委託料の限度額のいずれか低い額とする。 

４ この場合において、次条中「第19条の検査に合格したときは」とあるのは「第19条の

検査に合格し、前条の規定により委託料が確定したときは」と読み替えるものとする。 

 

 （委託料の支払） 

第20条 乙は、第19条の検査に合格したときは、甲に対し委託料の支払を請求することが

できる。 

２ 甲は、前項の規定による請求があったときは、請求書を受理した日から30日以内に委

託料を乙に支払わなければならない。 

 

（前金払） 

第20条の２ 前条の規定にかかわらず、委託業務を行うため甲が必要があると認めるとき

は、乙は、委託料の前金払を請求することができる。 

２ 甲は、前項の規定による請求があったときは、請求書を受理した日から15日以内に支

払わなければならない。 

 

（概算払） 

第20条の３ 前２条の規定にかかわらず、委託業務を行うため甲が必要があると認めると

きは、乙は、委託料の概算払を請求することができる。 

２ 甲は、前項の規定による請求があったときは、請求書を受理した日から15日以内に支

払わなければならない。 

 

（委託料の精算） 

第20条の４ 乙は、前条第２項の規定により既に支払を受けた概算払額が、第19条の２の

規定による委託料の確定額を超えるときは、その超過額を甲の指示に従って甲に返還し、

当該概算払額が委託料の確定額を下回るときは、その不足額を甲に請求するものとする。 

 

 （部分引渡し） 

第21条 委託業務について、成果物が有る場合で甲が仕様書において委託業務の完了に先

だって引渡しを受けるべきことを指定した部分がある場合において、当該指定部分の業

務が完了したときについては、第19条中「委託業務」とあるのは「仕様書において委託

業務の完了に先だって引渡しを受けるべきことを指定した部分に係る委託業務」と、「成

果物」とあるのは「仕様書において委託業務の完了に先だって引渡しを受けるべきこと

を指定した部分に係る成果物」と、第20条中「委託料」とあるのは「部分引渡しに係る

委託料」と読み替えて、これらの規定を準用する。 

２ 前項に規定する場合のほか、成果物の一部分が完了し、かつ、可分なものであるとき



は、甲は、当該部分について、乙の承諾を得て引渡しを受けることができる。この場合に

おいて、第19条中「委託業務」とあるのは「引渡部分に係る委託業務」と、「成果物」と

あるのは「引渡部分に係る成果物」と、第20条中「委託料」とあるのは「部分引渡しに係

る委託料」と読み替えて、これらの規定を準用する。 

３ 第20条の２の規定による前払金がある場合は、当該前払金を前２項の規定により準用

される第20条第１項の規定により請求することができる部分引渡しに係る委託料から控

除するものとする。 

 

 （履行遅滞の場合における損害金等） 

第22条 乙の責めに帰すべき事由により契約期間内に委託業務を完了することができない

場合においては、甲は、損害金の支払を乙に請求するものとする。ただし、損害金の額

が100円に満たないときは、この限りでない。 

２ 前項の損害金の額は、委託料から出来高部分に相応する委託料相当額を控除した額に

つき、遅延日数に応じ、年2.8パーセントの割合で計算した額（当該額に１円未満の端数

があるときは、当該端数を切り捨てた額）とする。 

３ 甲の責めに帰すべき事由により、第20条第２項に規定する委託料の支払が遅れた場合

においては、乙は、未受領金額につき、遅延日数に応じ、年2.8パーセントの割合で計算

した額（当該額に１円未満の端数があるときは、当該端数を切り捨てた額）を遅延利息

として甲に請求することができる。 

 

 （瑕疵担保） 

第23条 甲は、業務の内容に瑕疵があるときは、乙に対して相当の期間を定めてその瑕疵

の修補を請求し、又は修補に代え若しくは修補とともに損害の賠償を請求することがで

きる。 

２ 前項の規定による瑕疵の修補又は損害賠償の請求は、第19条の規定による業務完了報

告書等の提出を受けた日から12月以内に行わなければならない。 

３ 第１項の規定は、業務の内容の瑕疵が仕様書等により生じたものであるときは適用し

ない。ただし、乙がその記載内容又は指示等が不適当であることを知りながらこれを通

知しなかった場合は、この限りでない。 

 

 （甲の解除権） 

第24条 甲は、乙（乙が共同企業体である場合は、その構成員のいずれかの者をも含む。）

が次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除することができる。この場合にお

いて、解除により乙に損害があっても、甲はその損害の賠償の責めを負わないものとす

る。 

 (１) 正当な理由なく、委託業務に着手すべき期日を過ぎても委託業務に着手しないと

き。 

 (２) その責めに帰すべき事由により、契約期間内に委託業務が完了しないと明らかに



認められるとき。 

 (３) 差押え、仮差押え、仮処分、競売の申立て又は租税滞納処分その他公権力の処分

を受けたとき。 

 (４) 破産、会社更生若しくは民事再生手続その他これらに類する手続の申立てをし、

又は申立てをされたとき。 

 (５) 自ら振り出し、若しくは引き受けた手形又は小切手につき、不渡り処分を受ける

等支払停止状態に至ったとき。 

 (６) 前各号に掲げる場合のほか、この契約に違反し、その違反により契約の目的を達

成することができないと認められるとき。 

２ 前項の規定により契約が解除された場合においては、乙は、委託料の10分の１に相当

する額（当該額に１円未満の端数があるときは、当該端数を切り捨てた額）を違約金と

して甲の指定する期限までに支払わなければならない。 

３ 前項の場合において、乙が共同企業体であるときは、すべての構成員は、違約金を共

同連帯して甲に支払わなければならない。乙が既に解散しているときは、構成員であっ

た者についても、同様とする。 

４ 第２項の場合において、甲は、第３条の規定による契約保証金を乙が納付している場

合は、違約金に充当することができる。 

 

 （暴力団排除措置による解除） 

第24条の２ 甲は、乙（乙が共同企業体である場合は、その構成員のいずれかの者をも含

む。）が次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除することができる。この場

合において、解除により乙に損害があっても、甲はその損害の賠償の責めを負わないも

のとする。 

 (１) 暴力団（高知県暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下この

項において同じ。）であると認められるとき。 

 (２) 役員等（次に掲げる者をいう。以下この項において同じ。）が暴力団員等である

と認められるとき。 

ア 法人にあっては、代表役員等及び一般役員であって経営に事実上参加している者 

イ 法人以外の団体にあっては、代表者、理事その他アに掲げる者と同等の責任を有

する者 

ウ 個人にあっては、その者及びその使用人（支配人、本店長、支店長その他いかな

る名称を有する者であるかを問わず、事業所の業務を統括する者（事業所の業務を

統括する者の権限を代行し得る地位にある者を含む。）） 

 (３) 役員等が、業務に関し、暴力団員等であることを知りながら当該者を使用し、又

は雇用していると認められるとき。 

 (４) 暴力団又は暴力団員等がその経営又は運営に実質的に関与していると認められる

とき。 

 (５) 役員等が、自己、その属する法人等（法人その他の団体をいう。）若しくは第三



者の利益を図り、又は第三者に損害を加えることを目的として、暴力団又は暴力団員

等を利用していると認められるとき。 

 (６) 役員等が、いかなる名義をもってするかを問わず、暴力団又は暴力団員等に対し

て、金銭、物品その他財産上の利益を与え、又は便宜を供与する等直接的又は積極的

に暴力団の維持又は運営に協力し、又は関与していると認められるとき。 

 (７) 役員等が、業務に関し、暴力団又は暴力団員等が経営又は運営に実質的に関与し

ていると認められる業者であることを知りながら、これを利用していると認められる

とき。 

 (８) 役員等が、県との契約に関し、暴力団又は暴力団員等が経営又は運営に実質的に

関与していると認められる業者であることを知りながら、これを利用していると認め

られるとき。 

 (９) 前各号に掲げるもののほか、役員等が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難され

るべき関係を有していると認められるとき。 

 (10) 第７条に規定する義務を履行しなかったと認められるとき。 

２ 前条第２項から第４項までの規定は、前項の規定によりこの契約が解除された場合に

準用する。 

 

 （談合等の不正行為が行われた場合の解除） 

第24条の３ 甲は、乙（乙が共同企業体である場合は、その構成員のいずれかの者をも含

む。）がこの契約に関して、次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除するこ

とができる。この解除により乙に損害を及ぼしても甲はその責めを負わないものとする。 

 (１) 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとして私的独占の禁止及び公正取引の

確保に関する法律（昭和22年法律第54号。以下「独占禁止法」という。）第62条第１

項に規定する課徴金の納付命令（以下「納付命令」という。）を行い、当該納付命令

が確定したとき（確定した当該納付命令が独占禁止法第63条第２項の規定により取り

消された場合を含む。以下この条において同じ。）。 

 (２) 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとして独占禁止法第49条に規定する排

除措置命令（以下「排除措置命令」という。）を行い、当該排除措置命令が確定した

とき。 

 (３) 乙（法人の場合にあっては、その役員及びその使用人をも含む。）について刑法

（明治40年法律第45号）第96条の６若しくは第198条又は独占禁止法第89条第１項、第

90条若しくは第95条（独占禁止法第89条第１項又は第90条に規定する違反行為をした

場合に限る。）の規定による刑が確定したとき。 

 (４) 納付命令又は排除措置命令（これらの命令が乙又は乙が構成事業者である事業者

団体（以下この号及び次号において「乙等」という。）に対して行われたときは、乙

等に対する命令で確定したものをいい、乙等に対して行われていないときは、各名宛

人に対する命令すべてが確定した場合における当該命令をいう。次号及び第29条第１



項第１号において同じ。）において、この契約に関し、独占禁止法第３条又は第８条

第１号の規定に違反する行為の実行としての事業活動があったとされたとき。 

 (５) 前号に規定する納付命令又は排除措置命令により、乙等に独占禁止法第３条又は

第８条第１号の規定に違反する行為があったとされた期間及び当該違反する行為の対

象となった取引分野が示された場合において、この契約が、当該期間（これらの命令

に係る事件について、公正取引委員会が乙に対し納付命令を行い、これが確定したと

きは、当該納付命令における課徴金の計算の基礎である当該違反する行為の実行期間

を除く。）に入札（見積書の提出を含む。）が行われたものであり、かつ、当該取引

分野に該当するものであるとき（公正取引委員会が発した文書によってこの契約を特

定できる場合に限る。）。 

２ 第24条第２項から第４項までの規定は、前項の規定によりこの契約が解除された場合

に準用する。 

 

 （その他の解除） 

第25条 甲は、委託業務が完了するまでの期間は、第24条第１項、第24条の２第１項及び

前条第１項の規定による場合を除くほか、必要があるときは、契約を解除することがで

きる。 

２ 甲は、前項の規定により契約を解除したことにより乙に損害を及ぼしたときは、その

損害を賠償しなければならない。 

 

 （乙の解除権） 

第26条 乙は、次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することができる。 

 (１) 第14条の規定により業務内容を変更したため委託料が３分の２以上減少したとき。 

 (２) 第14条の規定による業務の中止期間が契約期間の10分の５（契約期間の10分の５

が６月を超えるときは、６月）を超えたとき。ただし、中止が委託業務の一部のみの

場合は、その一部を除いた他の部分の委託業務が完了した後３月を経過しても、なお

その中止が解除されないとき。 

 (３) 甲が契約に違反し、その違反によって契約の履行が不可能となったとき。 

２ 乙は、前項の規定により契約を解除した場合において、損害があるときは、その損害

の賠償を甲に請求することができる。 

 

 （解除の効果） 

第27条 契約が解除された場合には、この契約に規定する甲及び乙の義務は消滅する。た

だし、損害賠償請求に関することについては、この限りでない。 

２ 甲は、前項の規定にかかわらず、契約が解除された場合において、乙が既に完了して

いる委託業務のうち、甲の検査に合格する部分があるときは、当該部分に相応する委託

料を支払うことができる。 

３ 前項に規定する委託料は、甲乙協議して定める。 



（解除に伴う措置） 

第27条の２ 契約が解除された場合において、第20条の２の規定による前金払又は第20条

の３の規定による概算払が行われている場合は、当該前払金又は概算払額を甲に返還し

なければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、契約が解除され、かつ、前条第２項の規定により既履行部

分の支払が行われる場合において、第20条の２の規定による前払金又は第20条の３の規

定による概算払額がある場合は、当該前払金又は概算払額を前条第３項の規定により定

められた委託料相当額から控除するものとする。この場合において、受領済みの前払金

又は概算払額になお余剰があるときは、乙は、解除が第24条、第24条の２又は第24条の

３の規定によるときにあっては、その余剰額に前金払又は概算払の支払の日から返還の

日までの日数に応じ年2.8パーセントの割合で計算した額の利息を付した額を、解除が第

25条又は第26条によるときにあっては、その余剰額を甲に返還しなければならない。た

だし、計算した利息の金額が、100円に満たないときは、この限りでない。 

 

 （損害賠償） 

第28条 乙は、この契約に定める義務を履行しないため甲に損害を与えたときは、その損

害に相当する金額を損害賠償として甲に支払わなければならない。 

２ 甲は、第24条又は第24条の２の規定によりこの契約を解除したときにおいて、第24条

第２項に定める（第24条の２第２項において準用する場合を含む。）違約金の額を超え

る損害がある場合は、乙に対してその超過分につき賠償を請求することができる。 

３ 前２項の場合において、乙が共同企業体であるときは、すべての構成員は、損害金を

共同連帯して甲に支払わなければならない。乙が既に解散しているときは、構成員であ

った者についても、同様とする。 

 

 （賠償額の予定） 

第29条 乙（乙が共同企業体である場合は、その構成員のいずれかの者をも含む。）は、

第24条の３第１項各号のいずれかに該当するときは、甲が契約を解除するか否かにかか

わらず、賠償金として、委託料の10分の１に相当する額（当該額に１円未満の端数があ

るときは、当該端数を切り捨てた額）を、特別の定めがある場合を除き、甲が納入の通

知（地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条に規定する納入の通知をいう。次条第１

項において同じ。）を発する日の属する月の翌月の末日（当該日が日曜日、土曜日若し

くは国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）第３条に規定する休日又は12月31

日に当たるときは、これらの日の前日をもって当該日とみなす。）までに支払わなけれ

ばならない。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。 

 (１) 第24条の３第１項第１号、第２号、第４号及び第５号のいずれかに該当する場合

であって、納付命令又は排除措置命令の対象となる行為が、独占禁止法第２条第９項

の規定に基づく不公正な取引方法（昭和57年６月18日公正取引委員会告示第15号）第

６項に規定する不当廉売である場合その他甲が特に認める場合 



 (２) 第24条の３第１項第３号に該当する場合であって、刑法第198条の規定による刑が

確定した場合 

２ 前項の規定にかかわらず、甲は、甲に生じた実際の損害金が同項に規定する賠償金の

額を超える場合においては、乙に対してその超過した損害金にこの契約における委託料

の最終の支払の日の翌日から起算して当該損害金の支払の日までの日数に応じて年５パ

ーセントの割合で計算した額（当該額に１円未満の端数があるときは、当該端数を切り

捨てた額）の遅延利息を付した額を請求することができる。 

３ 前２項の場合において、乙が共同企業体であるときは、すべての構成員は、賠償金並

びに損害金及び遅延利息を共同連帯して甲に支払わなければならない。乙が既に解散し

ているときは、代表者であった者又は構成員であった者についても、同様とする。 

４ 前３項の場合において、甲は、第３条の規定による契約保証金を乙が納付している場

合は、当該契約保証金を賠償金等に充当することができる。 

５ 前各項の規定は、委託業務が完了した後においても適用する。 

 

 （違約罰としての違約金） 

第29条の２ 乙（乙が共同企業体である場合は、その構成員のいずれかの者をも含む。）

は、第24条の３第１項第１号から第３号までのいずれかに該当する場合は、前条の賠償

額の予定とは別に、違約罰としての違約金を、特別の定めがある場合を除き、甲が納入

の通知を発する日の属する月の翌月の末日（当該日が日曜日、土曜日若しくは国民の祝

日に関する法律第３条に規定する休日又は12月31日に当たるときは、これらの日の前日

をもって当該日とみなす。）までに支払わなければならない。 

２ 前項の違約罰としての違約金の額は、委託料の10分の１に相当する額（当該額に１円

未満の端数があるときは、当該端数を切り捨てた額。以下この項において「違約金額」

という。）とする。ただし、乙が次に掲げる各号のいずれかに該当する場合は、該当す

る号（複数該当する場合はそれぞれの号）に定める額を違約金額から減額した額とする。 

 (１) 乙が共同企業体であって、その構成員中に、第24条の３第１項第１号から第３号

までのいずれかに該当する構成員（以下この条において「違約罰対象構成員」という。）

以外の構成員がある場合 違約金額に違約罰対象構成員以外の構成員の共同企業体協

定書に規定する出資割合（第３号において「出資割合」という。）を乗じて得た額（当

該額に１円未満の端数があるときは、当該端数を切り捨てた額） 

 (２) 乙（乙が共同企業体である場合を除く。）がこの契約に関し独占禁止法第７条の

２第11項又は第12項の規定による課徴金の減額（以下この項において「課徴金の減額」

という。）を受けた事業者（公正取引委員会に対して課徴金減免制度の適用を受けた

ことを公表することを申し出て、公正取引委員会によって公表された事業者に限る。

次号において同じ。）である場合 違約金額にその者が課徴金の減額を受けた割合を

乗じて得た額（当該額に１円未満の端数があるときは、当該端数を切り捨てた額） 

 (３) 乙が共同企業体であって、その構成員中に、この契約に関し課徴金の減額を受け

た事業者がある場合 違約金額に課徴金の減額を受けた構成員の出資割合を乗じて得



た額に、その者が課徴金の減額を受けた割合を乗じて得た額（当該額に１円未満の端

数があるときは、当該端数を切り捨てた額） 

３ 前２項の場合において、乙が共同企業体であるときは、すべての違約罰対象構成員は、

違約罰としての違約金を共同連帯して甲に支払わなければならない。乙が既に解散して

いるときは、構成員であった者についても、同様とする。 

４ 前項の場合において、共同企業体の代表者が第24条の３第１項第１号から第３号まで

のいずれにも該当しないときは、甲は、納入の通知その他の行為を違約罰対象構成員の

うちいずれかの者に対して行うものとし、甲が当該者に対して行った行為は、すべての

違約罰対象構成員に対して行ったものとみなす。また、すべての違約罰対象構成員は、

甲に対して行う行為について、当該者を通じて行わなければならない。 

５ 前各項の規定は、委託業務が完了した後においても適用する。 

 

 （乙の文書提出義務） 

第29条の３ 乙（乙が法人である場合は、その役員及びその使用人をも含む。乙が共同企

業体である場合は、その構成員並びにその構成員の役員及び使用人をも含む。）は、こ

の契約に関して、公正取引委員会、警察、検察庁、裁判所その他公的機関から通知、命

令その他の文書（この契約書の規定により甲から発せられた文書を除く。）の交付を受

けたときは、直ちに当該文書の写しを甲に提出しなければならない。 

２ 前項の規定は、委託業務が完了した後においても適用する。 

３ 前２項の規定は、履行期間の末日から起算して５年を経過した日の属する年度の末日

まで適用する。 

 

 （損害金等の徴収） 

第30条 乙がこの契約に基づく損害金、違約金、賠償金又は違約罰としての違約金を甲の

指定する期間（第29条に規定する賠償金にあっては同条第１項に、第29条の２に規定す

る違約罰としての違約金にあっては同条第１項にそれぞれ規定する期間とする。以下こ

の項において同じ。）内に支払わないときは、甲は、その支払わない額に甲の指定する

期間を経過した日から起算して委託料の支払日までの日数に応じて年５パーセントの割

合で計算した額（当該額に１円未満の端数があるときは、当該端数を切り捨てた額。次

項において同じ。）の遅延利息を付した額と、甲の支払うべき委託料とを相殺し、なお

不足があるときは追徴する。 

２ 前項の追徴をする場合には、甲は、乙から遅延日数につき年５パーセントの割合で計

算した額の遅延利息を徴収する。ただし、計算した遅延利息の額が、100円に満たないと

きは、この限りでない。 

 

 

 

 



 （年当たりの割合の基礎となる日数） 

第31条 第22条第２項、第３項、第27条の２第２項及び第29条第２項並びに前条第１項及

び第２項の規定による損害金、遅延利息等の額を計算する場合における年当たりの割合

は、閏年の日を含む期間についても、365日当たりの割合とする。 

 

 （成果物の著作権が甲に帰属する場合の取扱い） 

第32条 成果物の著作権が甲に帰属するときは、委託業務の成果物に係る著作権（著作権

法（昭和45年法律第48号）第21条から第28条までに定める全ての権利を含む。以下同じ。）

は、第19条第４項の規定による引渡しのときをもって乙から甲に移転するものとする。 

２ 乙は、甲に対し、次の各号に掲げる行為をすることを許諾するものとする。 

 (１) 成果物の内容を公表すること。 

 (２) 成果物を利用して甲の業務を実施すること。 

 (３) 前号の目的及び運営、広報等のために必要な範囲内で、成果物を甲が自ら複製し、

若しくは翻案、変形、改変その他の修正をすること又は甲の委託した第三者をして複製

させ、若しくは翻案、変形、改変その他の修正をさせること。 

３ 甲が著作権を行使する場合において、乙は、著作権法第19条第１項又は第20条第１項

に規定する権利を行使しないものとする。 

４ 乙は、成果物の内容を公表してはならない。ただし、あらかじめ甲の承諾又は合意を

得た場合はこの限りでない。 

５ 乙は、甲に対して、委託業務の成果物が、第三者の著作権を侵害するものでないこと

を保証する。 

６ 委託業務の成果物が第三者の著作権を侵害し、第三者に対して損害の賠償を行い、又

は必要な措置を講じなければならないときは、乙がその賠償額を負担し、又は必要な措

置を講じなければならない。ただし、当該侵害が甲の責めに帰すべき事由による場合は、

この限りでない。 

 

 （成果物の著作権が甲乙共有に属する場合の取扱い） 

第33条 成果物の著作権が甲乙共有に属するときは、委託業務の成果物に係る著作権は、

第19条第４項の規定による引渡しのときをもって甲乙共有に属するものとする。 

２ 乙は、甲に対し、前条第２項第１号から第３号までに掲げる成果物の利用を許諾する

ものとし、甲以外の第三者に許諾しないものとする。 

３ 乙は、成果物に係る著作権を第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。ただし、

あらかじめ甲の承諾又は合意を得た場合はこの限りでない。 

４ 前条第３項から第６項までの規定は、第１項の規定により著作権が甲乙共有に属する

場合に準用する。 

 

（成果物の著作権が乙に属する場合の取扱い） 

第34条 成果物の著作権が乙に属するときは、委託業務の成果物に係る著作権は、第19条



第４項の規定による引渡しのときをもって乙に属するものとする。 

２ 第32条第３項から第６項までの規定は、第１項の規定により著作権が乙に属する場合

に準用する。 

 

（特約事項） 

第35条 本契約が地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条の３に規定する長期継続契約

の場合、甲は、翌年度以降の甲の歳出予算においてこの契約の契約金額が、減額又は削

除された場合にはこの契約を解除するものとする。 

２ 乙は、前項の規定によりこの契約を解除された場合において、乙に損害が生じたとき

は、甲にその損害の賠償を請求することができる。 

 

 （契約の費用） 

第36条 この契約に要する費用は、乙の負担とする。 

 

 （疑義の決定等） 

第37条 この契約に関し疑義のあるとき、又はこの契約書に定めのない事項については、

必要に応じて甲乙協議して定めるものとする。 

 

 （裁判管轄） 

第38条 この契約に関して生じた甲乙間の紛争については、高知地方裁判所を第一審の専

属的合意管轄裁判所とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 別記  

個人情報取扱特記事項 

 

（基本的事項）  

第１ 乙は、個人情報（個人に関する情報であって、特定の個人を識別することができ

ると認められるもの。以下同じ）の保護の重要性を認識し、この契約による業務の

実施に当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱い

を適正に行わなければならない。  

 

（秘密の保持）  

第２ 乙は、この契約による業務に関して知り得た個人情報を他に漏らしてはならない。

この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。  

 

（収集の制限）  

第３ 乙は、この契約による業務を行うために個人情報を収集するときは、その業務の

目的を明確にし、目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段によ

り行わなければならない。  

 

（適正管理）  

第４ 乙は、この契約による業務に関して知り得た個人情報について、漏えい、滅失及

びき損の防止その他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければな

らない。 

  

（目的外利用及び提供の禁止）  

第５ 乙は、甲の指示又は承諾があるときを除き、この契約による業務に関して知り得

た個人情報を、契約の目的以外に利用し、又は第三者に提供してはならない。 

  

（複写又は複製の禁止）  

第６ 乙は、甲の承諾があるときを除き、この契約による業務を行うため甲から提供を

受けた個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。 

  

（再委託の禁止）  

第７ 乙は、甲が承諾したときを除き、この契約による個人情報を取り扱う業務につい

ては、自ら行い、第三者に委託してはならない。 

  

 



（資料等の返還）  

第８ 乙は、この契約による業務を行うため甲から提供を受け、又は乙自らが収集し、

若しくは作成した個人情報が記録された資料等は、この契約の終了後直ちに甲に返

還し、又は引き渡すものとする。ただし、甲が別に指示したときはその指示に従う

ものとする。  

 

（従事者への周知）  

第９ 乙は、この契約による業務に従事している者に対して、在職中及び退職後におい

ても当該業務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は目的以外に

使用してはならないこと等、個人情報の保護に関し必要な事項を周知させなければ

ならない。  

 

（調査）  

第10 甲は、乙がこの契約による業務を行うに当たり、取り扱っている個人情報の状況

について、随時調査することができる。  

 

（事故報告）  

第11 乙は、この契約に違反する事態が生じ、又は生じるおそれのあることを知ったと

きは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 

 

    


